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摘 要 
環境基本法が制定されてから 20年余りになる。この間の自然科学及び社会科学の発展は目覚しく、並
びに自然資本経営分野の進捗及び多様な法的手法･スキーム確立の可能性も指摘されている。本稿は、こ
のような背景のもとで、裁判における環境基本法の用いられ方の現況を踏まえるための小稿である。環
境基本法は、特に原告の多様な主張のなかで用いられてきているが、本稿においては裁判所の判断の中
でとりあげられているもののみを抽出して整理した。この整理によって、環境基本法にかける国民の期
待（「環境配慮のための理念・原理」並びに「権利、個別的利益又は法律上保護された利益の存在証明、
及びその手法」）の大きさが確認できたとともに、裁判所の判断が分かれるところ及び法令において具体
的内容や趣旨をより明確にすることが求められる事柄についても了知出来た。 
 
 
Ⅰ はじめに 
 
現行の環境基本法１）は、公害対策基本法２）から
の移行という形を取って、1993 年（平成 5 年）に
制定された。その後現在に至るまでに、環境関連
の基本法が制定され（例として、生物多様性基本
法３）、循環型社会形成推進基本法４）等）、多くの条
約の締結、及び環境個別法の制定又は改正もなさ
れてきている。そのため、環境基本法が、既に根
幹たる基本法としての役割を十分には果たし得て
いないのではないかとの指摘がある５）。筆者も、
ＷＷＦジャパン主催の環境基本法勉強会に参加し
て、環境基本法の役割及び今後のあり方について
検討を重ねている。 
本稿は、環境基本法が制定されておよそ 20 年余
りを経過した現段階において、その規範性、特に
裁判規範性について検討することを意図する小稿
である。20 年を節目として、どのように環境基本
法が用いられているのか、今後はどう位置づけて
いくのか、改正するとすれば何を導入すべきなの
か等を検討するための一つの足がかりとするため
である。将来的には、関係法令となる環境個別法
にはどのような法条が想定され、それらにはどの
ような規定を整備すべきかということも検討して
いきたく思っている。よって、本稿では、基本法
の役割及び環境基本法について概観し（２）、判例
にあらわれた環境基本法について整理及び検討し
たうえで（３）、紙幅の限りもあり、環境基本法の
役割と今後のあり方について議論すべき論点を呈
示することとした。なお、先行研究としては、北
村喜宣教授（上智大学）による、「環境権」を環境
基本法へ導入することを前提にしての、判例にあ
らわれた環境基本法の整理及び分析がある６）。 
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Ⅱ 基本法及び環境基本法とは 
 
1. 基本法の独自性及び普遍性とは？ 
現存する基本法は全部で 49 である７）。しかしな
がら、「基本法」に関する法令上の定義規定は存在
しない８）。鈴木法制局参事答弁（2005 年 4 月 6 日）
９）では、「国政の重要分野について進めるべき施
策の基本的な理念や方針を明らかにするとともに、
施策の推進体制について定めるもの」と説明され
たが、基本法以外でもこういう性質のものは存在
している 10）。他方、少子化社会対策基本法 11）は、
少子化対策法であっても十分に成り立つほどの具
体性を備えている。いみじくも法律用語辞典 12）
には、「国政の重要分野について、国の政策、制度
等の基本方針を明示する法律で、「○○基本法」の
名称をも」ち、「いわゆるプログラム規程で構成さ
れるものが多く、基本法に示された方針に基づい
て政策実現のための個別法が制定されることが多
い点に特徴がある」と説明されており、本稿では
基本法とはおおまかにこうした性質のものと受け
とめることとする。 
こうした基本法は、菊井康郎名誉教授（上智大
学）、川崎政司客員教授（慶應義塾大学）らによっ
て、「制度・理念型/制度の基本を定めるもの（例：
教育基本法 13））」「政策型/産業政策の目標を定める
もの（例：原子力基本法 14）や中小企業基本法 15））」
「対策型 /一定の行政上の対策の基本を定める
（例：災害対策基本法 16）や消費者基本法 17））」の
ような 3 類型に分けられている。なかでも環境基
本法は、｢政策型｣であり｢制度・理念型｣でもある
とされている。 
 
2. 基本法と個別法のかかわり 
次に、環境基本法と環境個別法との関わりを検
討する。概して基本法ができれば当該領域全体を
規定しうるといえ、個別法が制定されていない領
域も規定することになるのではないかという期待
が確認される。例として、草刈秀紀氏（ＷＷＦジ
ャパン 事務局長付）の「日本の野生生物を保全
する法律は、鳥獣保護法 18）と種の保存法 19）しか
ありませんでした。（中略）野生の普通種である両
性爬虫類（原文ママ）や魚類、昆虫、様々な植物な
どは法律でカバーされていません。そこで法律の
｢傘｣となる野生生物保護基本法（仮称）を作ろう
と動き始めました 20）21）。｣がある。しかしながら、
野生生物保護基本法（仮称）を作っても、両性類、
爬虫類、魚類、昆虫、及び様々な植物等がカバー
できることにはならない。基本法といっても法と
しての重みづけが個別法と異なるわけではなく、
あくまでも個別の領域ごとに実施法の定めによら
ねばならない 22）。よって、立法戦略としては、基
本法に規定した上で、それをかなりの程度具体化
する規定をおく又は個別法で規定しなければなら
ない 23）。 
なお、基本法の世俗化 24）、すなわち多岐化（多
目的利用化）及び標準化が確認される中で、裁判
規範性の有無は決して基本法そのものの見直しに
弾みをつけるものではないが、環境基本法の現行
での位置づけ並びに果たしている役割及び果たし
得ない役割を考えるためにも、次章で振り返って
おきたい。 
 
Ⅲ 判例にあらわれた環境基本法 
 
管見によれば、2015 年 3 月 25 日時点で、「環境
基本法」という語彙が判決文の中に現れたものは
192 件であった 25）。そのなかでも、原告又は被告
から環境基本法を用いた主張がなされ、それらに
ついて裁判所が何らかの解釈又は判断をしたもの
を以下に検討した。事案が多いため、分類するこ
とを試みている。なお、分類については、前掲の
北村論文を参考にしつつも、できるだけ特徴的な
ところをまとめて検討できるように努めた。 
 
1. 環境権および自然享有権について 
原告らが、環境基本法（又は日本国憲法及び環
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境基本法）を基にして環境権又は自然享有権を有
するとの主張をする事案が散見される。しかしな
がら裁判所は、これらの権利を認めておらず 26）、
多くの場合は判断すらしていない。判断をしてい
る近時のもの、特にいわゆる景観利益について認
めた最一判平成 18年 3月 30日（判時 1931号 3頁）
以降に関係法令までを勘案して判示したものとし
て、秋田地判平成 18 年 11 月 17 日（LEX/DB 文献
番号 28132421）がある 27）。そこでは、裁判所は、
環境権（自然環境享有権）については、「原告ら各
自に個別に帰属する私法上の権利ないし法律上保
護すべき利益と位置づけられているかどうかはさ
ておき」と留保し、環境基本法（3～9 条）をはじ
めとする現行法（自然公園法、自然環境保全法 29）、
種の保存法）下においても「それ自体一定の価値
あるものとして保護の対象とされている」と評価
する。他方、その具体的内容や実現のための方策
は一義的なものとしての明確な規定はなく、「関係
者の所有権その他の財産権、住民の生活の安定及
び福祉の維持向上、国土の保全その他の公益等の
利益との調整にも留意しなければならないものと
もされている（自然公園法 4 条，自然環境保全法
3 条，種の保存法 3 条）」。よって、「直ちに当該個々
の国民の私法上の権利又は法律上保護すべき利益
として位置づけることができるような性質のもの
として承認されるわけではな」く、私法上の権利
として認めるためには「諸法令のみならず、別途、
民主的手続をもって定められる法律又は条例に個
別具体的な根拠規定がなければならない」と判示
している。加えて、いわゆる景観利益が認められ
た事案との比較としても、原告らの居住域や日常
的な当該自然環境との関わり方を丁寧に検証して、
「同様の法律上保護すべき利益があるものと解す
るのは相当ではない」と判示した。 
同様の論旨により、環境権の承認をもって地方
公共団体に具体的な自然環境の破壊を禁止する不
作為義務を課すという原告の主張を認容しないと
判示するものに、横浜地判平成 13 年 2 月 28 日（判
自 255 号 54 頁）がある。 
 
2. 平穏生活権的人格権について 
原告らが環境基本法 2 条 3 項の「公害」の定義
を基に、差止請求権の根拠となる人格権は、身体
権的人格権に限定されず、平穏生活権的人格権も
含むものである旨主張するものに東京高判平成 21
年 6月 16日（LEX/DB文献番号 25451325）がある。
原告らは、「個人の生命・健康に対する侵害が現実
化するのはある程度先であって、その侵害が切迫
していなかったとしても、それが確実に生じるの
であれば、差止請求権が肯定されるべきである」
と主張したのである。しかしながら裁判所は、原
審ともに平穏生活権的人格権というものを認容し
ておらず、さらに、人の生活に密接に関係のある
動植物及びその生育環境を含む人の生活環境への
被害をもって「公害」と定義しているという理由
のみでは、平穏生活権的人格権が本件差止等請求
権の根拠となるとはいえないと判示した。 
 
3. 原告主張の権利利益の根拠として 
福岡高判那覇支部平成 26 年 5 月 27 日（LEX/DB
文献番号 25504223）において、原告らは、「環境
基本法 1 条及び 8 条により環境基本法は個別の生
活利益の保護をも目的とすることは明らかであり、
同法 20 条に基づいて制定された環境影響評価法 
30）も、上記のような環境基本法の解釈を前提とし
なければならない」と主張した。しかしながら、
裁判所は「環境基本法が個人の個別的な生活利益
の保護そのものを目的としているとはいえない」
と判断し、原告らのいわゆる辺野古環境影響調査
手続に関しての主張を認容しなかった。 
また、東京地判平成 23 年 6 月 9 日（訟月 59 巻
6 号 1482 頁）において、原告らは、環境基本法等
は、貴重な野生生物を生存させていくという生物
多様性を確保する環境的利益が公益を超えて、｢他
人の利益｣というものを個別的利益としても法律
上保護していると主張した。しかしながら、裁判
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所はそれを認容せず、個々人の個別的利益として
保護する趣旨を含むというためには、法令におい
て「個々人の個別的なものとして保護されるべき
利益の具体的な内容や主体の範囲、保護の態様等
を画す趣旨を明確に読み取ることができることが
必要である」と判示した。 
 
4. ｢公共の福祉｣を構成する根拠として 
東京高判平成 10 年 11 月 25 日（判時 1665 号 34
頁）は、自然環境保全法は、その目的（1 条）の
達成のために自然公園法その他の自然環境保全を
目的とする法律とあいまって、「国、地方公共団体、
事業者及び国民は、環境基本法 3 条から 5 条まで
に定める環境の保全についての基本理念に則り、
自然環境の適正な保全が図られるように、それぞ
れの立場において努めなければならないものとさ
れている（2 条）。このようにすぐれた自然の風景
地を保護することは、広く国民が自然環境の恵沢
を享受することを可能にし、国民の保健、休養及
び教化に資するものであって、まさしく公共の福
祉に当たるものである。」と判示した。 
 
5. 公共事業の実体的違法性の根拠として 
名古屋地判平成 14 年 12 月 20 日（判タ 1116 号
84 頁）において、原告は、愛知万博事業の実施の
違法性に関して、環境基本法 3 条の精神に反する
と主張した。その部分について裁判所は認容して
いない。同様に、那覇地判平成 20 年 11 月 19 日（判
自 328 号 43 頁）において、原告は、泡瀬干潟埋立
事業の実施に関して、埋立計画地の海域は、環境
基本法に基づく環境基本計画上の湿地施策である
環境省指定に係る重要湿地 500 選に指定される重
要な干潟であることから、同海域は各種法制度に
より保全が図られねばならない海域であることは
明らかであると主張した。しかしながら、裁判所
は、環境基本法に関しては環境基準の類型の該当
性のみを判断し、自然環境保全法や自然公園法に
基づく保護すべき地域地区の指定はなされておら
ず保全が図られるべき海域と法定されてはいない
と判示した。 
 
6. 結果回避義務及び環境配慮義務 
国の環境配慮義務に関して検討するに、大津地
判平成 14 年 10 月 28 日（判タ 1209 号 131 頁）に
おいて、原告は、土地改良事業計画の策定に際し
て環境基本法 1 条、6 条、14 条等を根拠に環境配
慮を求めているが、裁判所は、「これらの規定は、
国に対し、環境保全のための施策を策定し、実施
すべきことを抽象的に求めているものにすぎず、
国に対し、具体的な法的義務として土地改良事業
の策定等にあたり環境に配慮すべき義務を課して
いるものと解することはできない。なお、同法 14
条は、上記施策を策定及び実施する際の指針を規
定したものであり、これが法的義務の根拠となら
ないことは明らかである」と判示した。また、福
岡高判平成 17 年 5 月 16 日（判時 1911 号 106 頁）
において、抗告人は有明海再生の義務を果たすた
めに環境基本法 6 条、11 条、14 条、19 条、28 条
等を根拠として国は事業を凍結させる法的義務を
負っていることになると主張した。しかしながら、
裁判所は、「これらの条項に定められている義務が、
具体的な本件事業の差止請求における被保全権利
となるものでないことは、それらの条項の規定内
容からして明らかである」と判示した。 
さらに、公有財産の処分に当たっては、環境基
本法等を根拠に環境配慮義務があると原告が主張
したものに徳島地判平成 12 年 2 月 18 日（LEX/DB
文献番号 25410079）がある。裁判所は、地方公共
団体の長は、住民全体の利益、住民の健康、安全
や、これらに重大な影響を及ぼしかねない環境の
保全に配慮すべき一般的責務を負っていることは
認めつつも、「これらの責務の具体的内容は必ずし
も一義的でなく、財産の処分等を行うにあたって
は背反する様々な要因、利益等を総合的、調整的
に考慮したうえでなされるべきものであって、特
に本件のように徳島県の社会、経済政策に直接か
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かわるような事項であるときには、住民の代表者
によって構成される議会の判断も尊重されるべき
である」と判示した。 
他方、東京地判平成 14 年 10 月 29 日（判時 1885
号 23 頁）において、裁判所は、国の責務を次のよ
うに認めている。「道路管理者（国）は、自らが管
理する道路における自動車交通量の著しい増大等
に伴い、その道路周辺の環境が自動車排出ガスや
騒音等により著しく劣悪なものとなり、これによ
り周辺住民に対し生活妨害ないし健康被害が生じ
ている場合又はそのおそれがある場合には、この
ような被害等の発生の防止ないし回避に努めるべ
き責務を負うのは当然のこと」であり環境基本法
6 条及び 7 条の環境への負荷を低減し環境を保全
するための施策を実施すべき責務を有する「これ
らの行政機関と連携し、協力して、道路環境を改
善するための総合的かつ有効な施策を実施すべき
責務があるというべきである」とし、｢回避可能性
の不存在の主張も採用することができない｣と判
示した。加えて、同判決は、自動車メーカーの責
務を認め、環境基本法 8 条 3 項を根拠として、「被
告メーカーらが負うべき義務ないし責務に照らす
と、被告メーカーらには、それぞれ、大量に製造、
販売する自動車から排出される自動車排出ガス中
の有害物質について、最大限かつ不断の企業努力
を尽くして、できる限り早期に、これを低減する
ための技術開発を行い、かつ、開発された新技術
を取り入れた自動車を製造、販売すべき社会的責
務があると解するのが相当である」と判示した。  
同様に国の責務を認容したものとして、東京高
判平成20年7月17日（LEX/DB文献番号25450797）
のように、憲法 25 条及び環境基本法に基づく国の
国民の生活環境を保全すべき責務を認め、一審で
認められた損害賠償義務の減免の主張すらも失当
と判示したものもある。 
企業の責務を認容したものとしては、新潟地判
平成 14年 3月 28 日（判自 233 号 91頁）において、
排水処理施設を補助金で購入するに際して、本件
補助金を得る以外の方策を検討した形跡は認めら
れず、「環境基本法 8 条、37 条や公害防止事業費
事業者負担法 2条の 2、4条 1項の理念からすれば、
本件加工場の排水による水質汚濁は、できる限り
事業者である被告の負担により防止すべきである」
と判示した。また、環境基本法 8 条を根拠として、
被告である産業廃棄物処分業者の環境保全義務を
認めた千葉地判平成 19 年 1 月 31 日（判時 1988 号
66 頁）では、証明の公平な分担の見地から、事業
者によって「搬入された有害物質が本件処分場外
に流出しないことを立証するべきである」と判示
した。 
 
7. 予防原則に基づく差止請求 
宮崎地判延岡支部平成 24年 10月 17日（LEX/DB
文献番号 25483234）において、原告は、環境基本
法等に採用されている予防原則の考え方が、電磁
波による健康被害についても適用可能であり差止
請求を認めるべきであると主張した。しかしなが
ら、裁判所は、「個別的な立法によって予防原則な
いしそれに準ずる原則が採用されたものに他なら
ず、このような個別的な立法がない場合において
まで、原告らの主張するような要件によって予防
原則に基づく差止請求が認められることが裁判規
範として確立されているとはいえず、予防原則を
適用すべきか否か、適用するべきとしてもいかな
る事例に適用すべきかは、立法によって解決され
るべき問題である」と判示した。 
 
8. 関係法令の一つとして原告適格を根拠付ける
根拠として 
行政事件訴訟法 31）が 2004（平成 16）年に改正
された。原告適格の有無に際して、法律上の利益
の有無を判断するに当たって考慮すべき事項を法
定し、法令の規定の文言のみによることなく、「当
該法令」の趣旨及び目的や処分において考慮され
るべき利益の内容及び性質などを考慮すべき旨の
規定を設けることとされた。この場合においては、
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当該法令と目的を共通にする「関係法令」がある
ときはその趣旨及び目的をも参酌するものとされ、
当該処分又は裁決がその根拠となる法令に違反し
てされた場合に害されることとなる利益の内容及
び性質並びにこれが害される態様及び程度をも勘
案するものと（9 条 2 項）された。すなわち、「当
該法令」の趣旨及び目的並びに当該処分において
考慮されるべき利益の内容及び性質のみならず、
｢関係法令｣のそれらを参酌することが求められて
きている 32）。よって、環境基本法の参酌の必要に
関しては一定の統一的理解が得られているといえ
るものの、それにより個別的利益として保護する
趣旨を認容するかどうかについては未だに判断が
分かれるところであり、今後も事案ごとに環境基
本法以外の関係法令の法規範性等も斟酌しながら
より綿密な分析が必要といえる。 
 重要な判例として、最大判平成 17 年 12 月 7 日
（判時 1920 号 13 頁,判タ 1202 号 110 頁）がある。
ここでは、「都市計画法 13 条１項柱書きが、都市
計画は公害防止計画に適合しなければならない旨
を規定していることからすれば、都市計画の決定
又は変更に当たっては、上記のような公害防止計
画に関する公害対策基本法（現環境基本法）の規
定の趣旨及び目的を踏まえて行われることが求め
られるものというべきである」とし、環境基本法
をはじめとする都市計画事業認可に関する諸規定
の趣旨及び目的をも参酌し、「都市計画事業の認可
に関する同法の規定は、事業に伴う騒音、振動等
によって、事業地の周辺地域に居住する住民に健
康又は生活環境の被害が発生することを防止し、
もって健康で文化的な都市生活を確保し、良好な
生活環境を保全することも、その趣旨及び目的と
するものと解される」のであるから、「被害を受け
ないという利益を個々人の個別的利益としても保
護すべきものとする趣旨を含むと解するのが相当
である」ため、当該事業の認可の取消しを求める
につき法律上の利益を有する者として、その取消
訴訟における原告適格を有すると判示した。同様
の論旨で都市計画の決定または変更に環境基本法
の趣旨及び目的を参酌することを求める判決は少
なくなく 33）、都市計画事業認可処分差止請求の原
告適格を認めるものに東京地判平成 20 年 1 月 29
日（LEX/DB 文献番号 25421203）及び大阪地判平
成 20 年 3 月 27 日（判タ 1271 号 109 頁）が、類似
の論旨で公有水面埋立免許処分取消の原告適格を
認めるものに大分地判平成 19 年 3 月 26 日
（LEX/DB 文献番号 28131216）が、個別的利益を
認めるものに広島高判平成 19 年 10 月 31 日
（LEX/DB 文献番号 25421170）がある。 
他方、名古屋地判平成 24 年 9 月 20 日（LEX/DB
文献番号 25482966）において、原告は、「生物多
様性基本法、環境基本法、都市緑地法 34）、名古屋
市環境基本条例といった法の関係法令の趣旨、目
的からも、上記のような環境を享受する利益が個
別的利益として保護されていると解すべきである」
ため、直接的な被害を受けることが予想される範
囲の地域に居住している原告は、開発許可の取消
しを求める原告適格を有すると主張した。しかし
ながら裁判所は、「原告らの指摘する生物多様性基
本法、環境基本法、都市緑地法、名古屋市環境基
本条例等は、いずれも環境又は生物多様性につい
ての基本理念や環境保全のための社会的責務等を
宣明するものにとどまるから、これらを参酌して
みても、上記利益を周辺住民の個別的利益として
保護する趣旨を含むものと解することはできな
い｣と判示した。同様に環境基本法等の趣旨・目的
を参酌しつつも、個別的利益を保護する趣旨とは
解しえないと判示したものに大阪地判平成 20 年 8
月 7 日（判タ 1303 号 128 頁）、東京高判平成 21 年
11 月 26 日（LEX/DB 文献番号 25442285）、及び東
京地判平成 23年 3月 29日（訟月 59巻 4号 887頁）
がある。 
 
9. 行政処分の適法性等に影響する趣旨及び目的
を参酌すべき関係法令として 
行政処分の適法性判断に際して、関係法令とし
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て環境基本法の趣旨及び目的を参酌する必要性の
有無及び参酌した上での判断結果は事案によって
分かれている。 
許可処分に先立って行われた環境影響評価につ
いての判断に、環境基本法の趣旨の解釈が関わっ
た案件として、宮崎地判平成 6 年 5 月 30 日（判タ
875 号 102 頁）がある。原告らは、被告には、許
可処分の後に施行された法律ではあるが環境基本
法の趣旨を踏まえ許可処分をするにあたり環境影
響評価を実施すべき義務があるにもかかわらず、
現実に実施された環境影響評価の内容は著しく不
十分なもので、したがって、被告には義務を尽く
さないまま許可処分をした違法があると主張した。
しかしながら、裁判所は、「許可処分をするにあた
り被告において厳密に調査・検討すべきものであ
る」と理解を示しながらも、「許可処分をするにあ
たり、被告が自ら又は事業者をして環境影響評価
を実施すべき法律上の義務があるとすべき根拠は
存在しないから、原告らの前記主張は理由がない
ものである」と判示した。また、環境基本法の趣
旨及び目的を参酌したものの原告の主張を認容で
きないとしたものに、札幌高判平成 9 年 10 月 7 日
（判時 1659 号 45 頁）がある。控訴人は、廃棄物
処理施設の設置という土地利用の規制であるから、
土地基本法 35）（2 条、3 条、6 条）に基づく土地利
用の考慮事項として、環境法に属する廃棄物処理
法上の許可においても、環境基本法（19 条、36 条、
8 条）の環境配慮義務等の規定に基づく環境配慮
が求められていること、及び、環境基本法 8 条の
事業者の責務の規定の趣旨によって、許可権者と
しての裁量は認められると主張する。しかしなが
ら、裁判所は、これらの「各法律は、個別の具体
的な法規制や法的措置を定めるというよりも、む
しろ国政に重要なウエイトを占める分野について、
制度、政策に関する基本方針を明示することによ
り、基本的政策の方向を示すことを主な内容とす
るもの」であって、控訴人の指摘する規定を根拠
として、廃棄物処理法 15 条の許可に関して、知事
に裁量権があるものと解することはできないと判
示した。これら 2 件はいずれも行政事件訴訟法改
正以前のものである。 
近時のものとしては、京都地判平成 24 年 6 月
20 日（LEX/DB 文献番号 25445191）が、都市計画
法 13 条 1 項の定めは、環境基本法を根拠とする公
害防止計画に適合することを求めているに過ぎず、
「既に決定された都市計画に定められた都市計画
施設たる都市公園における公園施設の設置許可の
場面で、直ちに公害防止計画やその根拠法令たる
環境基本法に適合することを考慮すべきとする根
拠を土地計画法に見出すことはできず、（水族館）
設置許可についてまで環境基本法の趣旨を考慮す
べきことが要請されていると解することは困難と
いわざるを得ない」として、環境基本法は、処分
の根拠となる法令の趣旨及び目的を考慮するに当
たり参酌すべき関係法令には当たらないと判示し
た。加えて、東京高判平成 20 年 6 月 19 日（LEX/DB
文献番号 25441903）も、都市計画法上の都市計画
決定に基づく土地収用法における事業認可及び収
用裁決について、「都市計画法、公害対策基本法（環
境基本法）及び東京都環境影響評価条例が土地収
用法と目的を共通にする関係法令であるというこ
とはでき」ないと判示し、環境基本法の趣旨及び
目的を考慮すべきとは認容していない。 
他方、環境基本法等の趣旨及び目的を参酌して
工事施行認可に関する事業法の趣旨及び目的を参
酌したものに大阪地判平成 18 年 3 月 30 日（判タ
1230 号 115 頁）がある。 
 
10. 環境基準について 
環境基本法 16条 1項における生活環境を保全し、
人の健康の保護に資する上で維持されることが望
ましい基準（以下「環境基準」という）は、判例
の中で以下①～⑥の性質をもつと示されている。
①あくまで行政上の政策目標であって、規制のた
めの基準値としての意味を持つものではない、②
これを超えたからといって、不法行為を構成する
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ものではない 36）、ただし、③個人の生活空間にお
いてこれを著しく上回る事態が相当期間継続して
いる場合にあっては、人の健康を保護するために
必要な生活環境という法益が現に侵害されている
ということができる 37）、④受忍限度を超える違法
の有無を画する基準とは当然に同じではない 38）、
しかしながら⑤受忍限度の決定において極めて重
要な意味を持つものである 39）、また、⑥環境基準
を下回ったとしても、取引通念上有すべき性状が
欠けており、欠陥の補正としての必要な措置又は
損害賠償が求められることもある 40）。 
 
Ⅳ 結びに代えて―若干の考察とともに 
 
以上は、原告による環境基本法を適用及び参酌
しての何らかの主張に対して、裁判所が判断をく
だしたものである。いずれも国民の環境基本法に
対する期待の大きさを示すといえよう。大別すれ
ば、環境基本法に求められるのは「環境配慮のた
めの理念・原理（前章 4 から 7 節）」とそれを実現
するための「権利、個別的利益又は法律上保護さ
れた利益の存在証明（前章 1 から 3 節）、及びその
手法（前章 8 から 10 節）」の明示であろうと思わ
れる。これらの期待をどこまで斟酌すべきか、さ
らにはこれらの期待をどこまで法規範性及び裁判
規範性をもって担保すべきかという点に関しての
国民的議論を喚起することが求められよう。その
うえで、法令において具体的内容及び趣旨をより
明確にすることが求められるとされるもの（前章
の 1 から 3 節及び 4 から 7 節）並びに関係法令の
範囲及びその参酌の仕方等について裁判所の判断
が分かれるところ（前章 8，9 節）については、前
述したように立法によって解決すべき問題である
といえ、環境基本法及び環境個別法の双方に明確
な規定を導入していく必要があるといえよう。 
環境基本法の位置づけ及び今後のあり方を検討
するにあたり、本稿が、そうした国民的議論を喚
起するための論点摘出にいくばくかでも役立てれ
ば幸いである。 
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注 記 
1) 1993（平成 5）年 11 月 19 日法律第 91 号。 
2) 1967（昭和 42）年 8 月 3 日法律第 132 号であり、
1993 年（平成 5）年 11 月 19 日に環境基本法施
行に伴い統合され廃止された。 
3) 2008（平成 20）年 6 月 6 日法律第 58 号。 
4) 2000（平成 12）年 6 月 2 日法律第 110 号。 
5) 環境法政策学会では、環境基本法制定 10 年及び
20年を振り返っての企画及び出版もなされてき
た。20 周年企画としての淡路剛久「総括」環境
法政策学会編『環境基本法制定 20 周年』4 頁,4-9
頁（商事法務，2014）には、「環境基本法の改革
は必要か」という議論がある。 
6) 北村喜宣「判例にみる環境基本法」上智法学論
集 48(1) 170-156 頁（2004）。 
7) 法 令 デ ー タ 提 供 シ ス テ ム
（http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxsearch.cgi）にて
2015 年 3 月 29 日に検索。 
8) 塩野 宏「基本法について」日本学士院紀要 63
（1）1, 2 頁（2007）。 
9) 第 162 回国会衆議院内閣委員会議事録第 7 号, 5
頁。 
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10) 塩野 前掲 7）3 頁。一例として、独占禁止法は、
経済法の基本法であるとされる。 
11) 2003（平成 15）年 7 月 30 日法律第 133 号。 
12) 内閣法制局法令用語研究会編『法律用語辞典』
234 頁（有斐閣，1993）。 
13) 2006（平成 18）年 12 月 22 日法律第 120 号。 
14) 1955（昭和 30）年 12 月 19 日法律第 186 号。 
15) 1963（昭和 38）年 7 月 20 日法律第 154 号。 
16) 1961（昭和 36）年 11 月 15 日法律第 223 号。 
17) 1968（昭和 43）年 5 月 30 日法律第 78 号。 
18) 2003（平成 14）年 7 月 12 日法律第 88 号。正式
には「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法
律」。 
19) 1992（平成 4）年 6 月 5 日法律第 75 号。正式に
は「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存
に関する法律」。 
20) 草刈秀紀「生物多様性基本法が施行されまし
た！」ダイオキシン･環境ホルモン対策国民会議 
ニュース･レターVol.53，10 頁（2008）。 
21) 草刈氏によれば、この記述は、「鳥獣保護法は、
鳥類と哺乳類に属するものとして、該当種すべ
てを｢類｣という枠で規定している。他方、種の
保存法は該当種を｢指定種｣とする。そこで、「日
本の野生生物を種として指定して保存する法律
(基本法)」が必要となるのではないか。」という
趣意に基づくものであったとのことである
（2015 年 4 月 6 日私信）。 
22) 塩野 宏 前掲 8）7 頁。ただし、実質的な例外
として、災害対策基本法がある。 
23) 北村喜宣（2004）前掲 6) 173 頁。  
24) 塩野 宏 前掲 8）4 頁。「大方の国民の要望に
応えるために立法する」、それも、内閣提出法律
案（閣法）という形がとれない場合においては
議員立法によってでも制定するという流れを指
す。環境基本法を含む多くの法が閣法であるな
かで、環境法領域では生物多様性基本法が議員
立法の例として挙げられる。 
25) TKC 法 律 情 報 デ ー タ ベ ー ス
（http://lex.lawlibrary.jp/lexbin/SearchAll.aspx）に
て検索。 
26) 最一判平成 18 年 3 月 30 日以前に、裁判所が環
境権について判示したものに、東京地判平成 17
年 5 月 31 日（訟月 53 巻 7 号 1937 頁）, 岐阜地
判平成 6 年 7 月 20 日（判時 1508 号 29 頁）、自
然享有権について判示したものに鹿児島地判平
成 13年 1月 22日（LEX/DB文献番号 28061380）
が、以後に環境権について判示したものに東京
地判平成23年6月9日（訟月59巻6号1482頁）、
福岡高判那覇支部（LEX/DB 文献番号 25504223）
があるものの、いずれも認容されていない。 
27) 最一判平成 18 年 3 月 30 日以降に、関係法令を
勘案せず、環境基本法 3 条のみを基にして主張
したものに仙台高判秋田支部平成 19年 7月 4日
（LEX/DB 文献番号 28132157）があり、主張は
認容されていない。 
28) 1957（昭和 32）年 6 月 1 日法律第 161 号。 
29) 1972（昭和 47）年 6 月 22 日法律第 85 号。 
30) 1997（平成 9）年 6 月 13 日法律第 81 号。 
31) 1962（昭和 37）年 5 月 16 日法律第 139 号。 
32) 行政事件訴訟法改正以前の事案として、都市計
画事業認可処分取消に際して、原告適格を基礎
づける法律上の利益の有無の判断に、都市公園
法令、災害対策基本法、災害予防条例、環境基
本法等を参酌することに理由がないと判示する
ものに東京地判平成 10 年 8 月 27 日（判時 1700
号 21 頁）がある。 
33) 例として、名古屋地判平成 21 年 2 月 26 日（判
タ 1340 号 121 頁）、東京地判平成 23 年 3 月 29
日（訟月 59 巻 4 号 887 頁）、奈良地判平成 24 年
2 月 28 日（LEX/DB 文献番号 25482877）、東京
地判平成 24 年 7 月 10 日（LEX/DB 文献番号
25495327）がある。 
34) 1973（昭和 48）年 9 月 1 日法律 25482877 第 72
号。 
35) 1989（平成元）年 12 月 22 日法律第 84 号。 
36) ①及び②の例として津地判平成 11 年 5 月 11 日
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（判タ 1024 号 93 頁）等がある。 
37) ①から③の例として岡山地判平成 14 年 1 月 15
日（LEX/DB 文献番号 28071810）等がある。 
38) ④の例として大阪高判平成 13 年 3 月 14 日
（LEX/DB 文献番号 28070134）、横浜地判平成
14 年 10 月 16 日（判時 1815 号 3 頁）等がある。 
39) ④⑤の例として福岡高判平成 10年 5月 22日（判
時 1646 号 3 頁）、東京高判平成 11 年 7 月 23 日
（訟月 47 巻 3 号 381 頁）、京都地判平成 11 年
12 月 27 日（判タ 1080 号 229 頁）、東京高判平
成 20 年 3 月 31 日（判自 305 号 95 頁）、京都地
判平成 20 年 9 月 18 日（LEX/DB 文献番号
28142140）等がある。 
40) ⑥の例として東京地判平成 14 年 9 月 27 日
（LEX/DB 文献番号 28080755）がある。 
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